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非正規従業員の意識構造とその類型化

山 下　 京 ・ 向 井 有理子

要旨　この研究の目的は，非正規従業員を仕事への積極性や働き方の志向性という観点から

分類・類型化し，各類型に応じた雇用環境と効果的なマネジメントのあり方を検討すること

である。業種や職種の異なる複数の組織に質問紙調査を実施し，得られたデータ６,２３７件を基

に因子分析を行い，６
　

 因子を抽出した。これらの因子は，「仕事に対する積極性」と「組織

や会社からの拘束の拒否」「正社員志向」という３つの側面に集約しうることが示唆された。

各々の側面に相当する（含まれる）項目の評定値の高低から類型化を試みた結果，正社員希

望型，正社員回避型，フリーター型，社会参加型などと命名される１０類型が見いだされた。

キーワード　非正規従業員，拘束拒否性，正社員希望，正社員回避，社会参加

原稿受理日　２０１７年９月３０日

Abstract　This study purports to categorize irregular employees in terms of willingness 

to work and intention in work style and to consider a suitable employment environment 

and effective management approach depending on work types.　Subjects at multiple 

organizations in different businesses were requested to complete a questionnaire.　

Based on data extracted from ６,２３７ responses, a factor analysis showed six factors.　

The finding suggested that the six factors could be categorized into three aspects 

as follows:“activeness towards work”, “rejection of constraints of organization and 

work”and“intention of regular employment”.　Categorization with respect to differences 

in evaluation values of survey items corresponding to the said three aspects found 

１０ types including“aspiration for regular employment”, “avoidance of regular em-

ployment”, “precedence to personal life”and“social participation”.

Key words　irregular employees, rejection of constraints of organization and work, 

aspiration for regular employment, avoidance of regular employment, 
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Ⅰ．問 題 と 目 的

近年，非正規従業員の数が増加しており，２０１５年１１月に厚生労働省が発表した「就業形

態の多様化に関する総合実態調査」では，パートや派遣労働者などの「非正社員」が占め

る割合が初めて全体の４割に達したことが報告されている。企業の労働力の担い手の多く

が正規労働者から非正規労働者に移行している状況といえる。

この背景には，長らく続いた不況のために，正社員を希望しながらやむなく非正社員と

して働く人々の問題がある。厚生労働省は２００６年度「労働経済白書」において，「自ら積

極的な理由で非正規という雇用形態を選択しているものが増加している一方で，消極的な

理由も２割程度みられていることに注意が必要である」と述べている。ここでいう，“消

極的な理由”とは，「正社員として働ける会社がなかったから」という理由を指す。やむ

を得ず非正社員を選択した層が，結果として不安定かつ低賃金の雇用に甘んじている状況

については，格差是正の点からも何らかの対策が必要であろう。

一方で，自ら積極的に非正規従業員を選択している層も存在する。実際に働き手の視点

から調査データを分析した佐藤・小泉（２００７）は，非正規従業員に対する否定的な見解や

格差に関する主張が非正規労働者すべてに当てはまるわけではないと指摘している。非正

規従業員の中には自分のライフスタイルにあった働き方として非正規雇用を選択している

層が存在し，そのような層にとって非正規就労は不可欠な働き方である。独立行政法人労

働政策研究・研修機構の「多様な働き方をめぐる論点分析報告書」（２００６）では，非正規

の雇用が増大したのは，企業活動の要請で進展した働き方の多様化に加え，働く人の多様

化が大きな要因になっていることが述べられている。働き方の多様化とは，働く時間・時

間帯，働く場所，雇用の期間をはじめとする契約形態の多様化や，IT 技術の進歩などによ

り在宅勤務が可能になるなどの働く場所の面での多様化が含まれる。

このように非正規就労が雇用者，被雇用者にとって欠かせないものになっている状況に

おいて，進行しているのが非正規従業員の基幹化である。江夏（２００８）は，非正規従業員

の基幹化には，�非正規雇用従業員の増加（量的基幹化），�非正規従業員に正規従業員

と同等の仕事に従事させる（質的基幹化），�正規従業員と非正規従業員に同等の処遇を

与える（均等処遇），という３つの側面があると述べている。スーパーマーケットなどで

は，すでにパートタイマーの量的基幹化が進行しており（武石，２００３），店舗の専門業務

や管理業務を担う質的基幹化も試みられている（小玉，２０１３）。このような中で問題となっ
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てくるのは，質的基幹化に際してどの層を登用していくかということである。パートタイ

マーの中には正社員よりも意欲が高い者も存在している一方で，あくまで家庭やその他の

生活領域がメインで，仕事に時間を取られたり責任が生じるのは避けたいという層も多い

と考えられる。同じパートタイマーといえども，その働き方の志向性を把握しなければ基

幹化や適切な雇用管理は難しいことになる。

このような背景から，本稿では，非正規従業員がどのような働き方を志向し，キャリア

上の希望を持っているのかを意識レベルで把握し，類型化することを目的とする。山下・

向井（２０１６）で得られた非正規従業員の志向性を基にして，その働き方と志向性から類型

化を試み，どのような層に量的基幹化や正社員化の道筋やキャリア支援が必要であるかを

検討する。それによって，非正規従業員の管理・雇用に関して有益な知見を得ることを目

的とする。

Ⅱ．調査対象と方法

山下・向井（２０１６）で使用したサンプルを使用した。国際経済研究所と応用社会心理学

研究所が２００７年，２００８年，２００９年にそれぞれ異なる組織に対して共同で行った三つの質問

紙調査から各組織の規模を反映するようにランダムサンプリングを行い，統合したデータ

６,２３７名を使用した。サンプルに含まれる産業は，流通，情報通信，金融，運輸，保険業な

どであり，業種も，サービス職，事務職，営業職など多岐にわたっている。

調査項目

調査項目については，山下，向井（２０１６）に記載のものを使用した。具体的には，非正

規従業員として働いている人が，現在の就業形態を選択した理由を問うものなど２０項目で

ある。これらについては，著者らが過去に行ったパート・アルバイトなど非正規従業員向

けの雑誌の調査（応用社会心理学研究所・リクルートフロム・エー，１９９６）を基礎として，

厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」における「現在の就業

形態を選んだ理由」（２００７），「パートタイム労働者総合実態調査（個人票）」（２００６b）から

「働いている理由」「パートを選んだ理由」などを参考にしている。 
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Ⅲ．結 果 と 考 察

　〈サンプルの属性〉

まずサンプルの属性については，男性２１.１％，女性７８.９％となっており，女性が８割を

占めるデータとなっている。年齢別にみると，１０代はかなり少なく全体の０.４％，２０代で

１９.７％となり，比較的中高年比率が高いことがわかる。女性の５０歳以上の層が２６.１％と，

全体の４分の１を占める構成となっている。未婚者が３８.８％，既婚者が５０.２％，離婚・死

別が１１.１％となり，既婚者が５割を占めている。

雇用形態はパートが６７.８％で最も多く，次いで期間雇用が１４.２％，派遣社員１２.７％，契約

社員が５.１％であった。職種については営業・販売・サービス職が５４.３％と過半数を占めて

おり，技能・現業職２３.０％，事務職１８.４％，専門・技術・研究職０.６％。その他３.７％であっ

た。勤続年数は５
　

 年未満が４２.３％で最も多いが，５
　

 年以上１０年未満が３０.５％，１０年～１５年

未満で１７.１％と比較的長期の雇用となっている層が多い傾向にある。勤続２０年以上という

長期勤務者も３.８％存在している。

学歴は中高年齢層の女性の割合が多いため，高校卒が５５.０％を占めており，次いで短大・

高専卒（１４.４％），大学卒は１３.８％となっている。

現在の時間給については，８００円～９００円という層が３割弱を占めており，次いで９００円

～１,０００円が１８.７％である。７００円未満という層もわずかに存在する半面，１,２００円以上とい

う層も１７.３％存在する。

〈非正規従業員の志向性：仕事選択理由の構造〉

非正規従業員の仕事観や仕事の選択理由の構造を把握するために，「現在の仕事を選択

した理由」および「理想とする非正規従業員の仕事形態」，「正社員志向」の各項目につい

て因子分析を行った。因子分析（主因子法・プロマックス回転） を行い，６
　

 因子を抽出し

た。回転後の因子行列は表１に示した。各因子の解釈と命名については以下の通りである。

【第１因子　社会参加志向】

非正規の仕事を「さまざまな経験ができ，能力，知識が高められ，キャリアアップの足

がかりとなる」ととらえ，「社会とかかわることのはりあいや，一員としての実感」を仕

事を通じて得るという，社会との接点を積極的に見出そうとする姿勢が含まれていた。仕
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表１

標準偏差平均値共通性大分頬
小分類

（因子名）

第６

因子

第５

因子

第４

因子

第３

因子

第２

因子

第１

因子

１.０８３.３０.６６

仕事内容

（第１因子）

社会参加志向

－９*０*６*－５*－４*８４*

将来の職業生活に役立

つ技術や能力，知識を

高められる

PQ２�１�３

１.０２３.２４.６５１１*０*－１*－３*１*７９*

広く社会にかかわるこ

とができて，はりあい

を感じる

PQ２�１�３

１.０８２.９６.５１－５*８*８*２*－４*７１*

キャリアアップ（今後

の経歴）の足がかりと

なる

PQ２�１�４

１.０７３.７０.５１－２*－５*－３*１*７*６８*
仕事を通じてさまざま

な経験ができて面白い
PQ２�１�１

１.０９３.３２.３５１５－１*－７*１１*８*４６*
社会の一員であること

を実感できる
PQ２�１�６

１.２４３.０７.７５

（第２因子）

興味選択

４*５*５*－１*８６*－２*やりたい仕事だったからPQ２�３�５

１.２５３.３４.７１－１*３*６*０*８２*２*
仕事内容に興味が持て

たから
PQ２�３�４

１.３９２.４２.３０１３*２０*１０*－５*－４４*－１４*
他になかったから，し

かたなく
PQ２�３�８

１.１３２.７１.５０

拘束拒否性

（第３因子）

仕事以外両立

－１０*５*９*７１*－２*０*
会社に拘束されないで

働ける
PQ２�１�８

１.２６３.４１.５１４*－４*－１３*７０*５*４*
仕事以外の生活と両立

して働ける
PQ２�１�９

１.２４２.８２.４５１４*－４*４*５６*－４*７*
自分が働きたい時だけ

働けるので都合がよい
PQ２�１�５

１.０９３.２４.１２－８*８*４*３６*３*－４*
仕事以外の手柄をでき

るだけ充実させている
PQ２�２�３

１.１８２.３９.８７

（第４因子）

拘束嫌遠選択

－５*－６*９４*３*－４*－１*
会社に拘束されたくな

いから
PQ２�３�２

１.１６２.３２.４７３*５*６７*－６*７*９*
自分を一つの型にはめ

たくないから
PQ２�３�１

１.３７２.７０.３９２０*１*４０*２３*５*－８*
仕事以外のことで両立

したいことがあるから
PQ２�３�３

１.５６２.９１.４６
（第６因子）

家事優先選択

７１*４*－２*－８*－５*４*

家庭（家事・育児・介

護など）の事情があっ

たから

PQ２�３�６

１.４５２.１１.３４５０*－７*１０*７*－１*－２*
非課税限度額内で働き

たいから
PQ２�３�７

１.３８２.４３.７６

正社員志向
（第５因子）

正社員志向

－２*８６*－９*２*４*３*
何がなんでも正社員と

して働きたい
PQ２�２�１

１.２７２.０８.４０６*６３*１*－９*２*－２*

いまの仕事の内容で正

社員を目指したが，か

なわなかった

PQ２�２�２

１.２４２.２１.３６－６*５６*９*１８*－１２*－１*
正社員の仕事につくま

でのつなぎである
PQ２�１�７

０.４１０.６１１.０１１.４８*２.００３.７０固有値

.４３第２因子因子間相関

.１３.３０第３因子

.３６.１１.０６第４因子

.０７－.１３.０５.０６第５因子

－.２８.２４.３９.１０.１３第６因子
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事を通じて社会に参加することを重要と考える意識が表れており，「社会参加志向」と命

名した。

【第２因子　興味選択】

「やりたい仕事だったから，興味が持てたから」など，純粋に仕事に対する興味から現

職を選択したという意識を示しており，「興味選択」と命名した。

【第３因子　仕事以外両立】

現職の選択理由や理想の仕事形態として「仕事以外の生活と両立したい」という意識が

強く反映していた。また，こうした意識が高い層は「仕事以外の事柄をできるだけ充実さ

せている」という意識も強くなっている。そのため，「仕事以外両立」と命名した。

【第４因子　拘束嫌遠選択】

「会社に拘束されないから」「自分を一つの型にはめたくないから」など，組織や会社に

拘束されたくないからこそ非正規という現職を選択したという意識が反映されている。「拘

束嫌遠選択」と命名した。

【第５因子　正社員志向】

「何がなんでも正社員として働きたい」と考えており，非正規従業員の仕事については

「正社員の仕事につくまでのつなぎ」であるとする項目に高い負荷を示していた。このた

め「正社員志向」と命名した。

【第６因子　家事優先選択】

「家庭の事情がある」「非課税限度内で働きたい」などを現職の選択理由とする意識を表

しているため「家事優先選択」と命名した。

　〈非正規従業員の類型化〉

６因子の因子間相関を検討すると，第１因子「社会参加志向」と第２因子「興味選択」

との相関が.４３と高く，「社会参加志向」は第３因子「仕事以外両立」とも.３０と比較的相関

が高かった。また，「仕事以外両立」は，第６因子「家事優先選択」との相関が.３９，第４

因子「拘束嫌遠選択」との相関が.３６，となっていた。第５因子「正社員志向」については

他の因子との相関は総じて低く，「家事優先選択」に対して－.２８という負の相関を示して

いるものの，比較的独自性が高い因子であることが示唆された。

因子間相関の結果をふまえて，さらに６因子の検討，整理を行った。「社会参加志向」

と「興味選択」はともに仕事自体に対する積極性を示す因子だと解釈することができ，こ

の２つの因子をまとめて「仕事内容」への積極性を示す因子と定義した。次に，「仕事以
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外両立」「拘束嫌遠選択」「家事優先選択」はいずれも，会社から一定の拘束を受ける正社

員とは異なる就業のあり方を志向し，会社からの拘束を嫌う意識を示す因子だとみなすこ

とができる。そこで，これら３つの因子をまとめて「拘束拒否性」として定義した。第５

因子「正社員志向」は，独自性が高く，非正規従業員という仕事形態を否定する要素が強

い因子であり，そのまま「正社員志向」として扱うこととした。

以上のことから，「仕事内容」「拘束拒否性」「正社員志向性」という３つの側面を用い

て類型化を試みた。まず，それぞれの側面を構成する項目を単純加算によって合成し，す

べての項目に対して「どちらともいえない＝３点」をつけた場合を中点として，それより

も高い場合は高群，低い場合は低群として，各々２
　

 群を定義した。

・仕事内容　　：社会参加志向（５項目），興味選択（３項目）を合成（中点は２４点）

・拘束拒否性　：拘束嫌遠選択（３項目），仕事以外優先（４項目），家事優先選択

（２項目）を合成（中点は２７点）

・正社員志向性：正社員志向（３項目）を合成（中点は９点）

３つの観点の高群，低群を組み合わせると，２
　

 ×２×２の８カテゴリが作成される。そ

れぞれのカテゴリの内容をさらに検討し，細分化あるいは統合した結果，「①非拘束社員

型」「②社会参加型」「③フリーランサー型」「④正社員予備型」「⑤正社員夢想型」「⑥積

極的非正規型」「⑦モラトリアム型」「⑧フリーター型」「⑨正社員ブランド型」「⑩フルタ

イムの非正規型」という図１に示されるような１０類形が得られた。

これら非正規従業員１０類型は，会社という組織に拘束されることを嫌うかどうか（拘束

拒否性），仕事内容に対して積極的な姿勢があるか否か（仕事内容への積極性），さらに，

正社員になりたいという希望が強いか否か（正社員志向性）という３つの観点が含まれて

いる。以下では，まず正社員としての雇用を志向しているか否かという観点から各類型を

２つに分けて順にその特徴を記述していく。

Ⅰ　正社員雇用を志向しない類型【正社員志向性　弱】

◆仕事への積極性が高い【仕事内容　強】

◇会社にしばられない働き方を志向【拘束拒否性　強】

会社にしばられない働き方を求め，正社員であることを特に求めていないが，仕事への

積極性は高い層である。このカテゴリは，さらに「家事優先選択」の高低から「②社会参

加型」と「③フリーランサー型」に分かれる。 
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②社会参加型　【家事優先選択　強】

家事を優先しながらも家庭にこもらず社会参加のために仕事をしたいと考えており，そ

のために非正規の就業形態を積極的に選択した類型である。

③フリーランサー型　【家事優先選択　弱】

社会参加型と異なり，非正規就業を積極的に選択した理由が「家事を優先したい」とい

う理由ではない類型である。仕事への積極性は高いが，会社の拘束は受けたくない層であ

り，正社員になることも希望していない。このことから，会社や組織に属することを好ま

ない働き方，フリーランサー的な志向が高い類型であると考えられる。

◇会社にしばられてもかまわない働き方を志向【拘束拒否性　弱】

⑥正社員回避型

正社員になることは希望していないが，会社からの拘束は受けても構わないという意識

を持つ，仕事への積極性が高い類型である。仕事に熱心であり，かつ現在の就業形態にも

受容的な非正規従業員の類型ということができる。 
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図１　志向性による非正規１０類型
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◆仕事への積極性は高い【仕事内容　強】　興味選択は低い【興味選択　弱】

⑦モラトリアム型

この類型は，「社会参加志向」は高いものの「正社員を志向しない」という面で非正規

の就業形態に適合している層である。しかしながら，仕事内容に興味を持って選んだとい

う要素が弱くなっており，非正規の“現職”を特にこだわりなく選んだモラトリアムの状

態にある層だと位置づけた。

◆仕事への積極性が低い【仕事内容　弱】

◇会社にしばられない働き方を志向【拘束拒否性　強】

⑧フリーター型　【仕事以外両立　強】

この類型は，「（現在の）仕事以外のことでやりたいことがある」からこそ，現職に対し

ての積極性が低く，正社員を志向せず，また，会社からしばられたくないと考えている。

現在のライフスタイルを重視した働き方を志向していると考えられ，「フリーター型」と

命名した。

（参考）ニート型　【仕事以外両立　弱】

「フリーター型」が，仕事以外の生活に積極的に取り組んでいるのに対して，それすら

積極的に取り組んでいない層である。近年，取り上げられている“ニート”的な存在だと

いえよう。現在，仕事をしているという意味で純粋なニートとはいえないが，仕事はもち

ろん仕事以外のことに対しても関心が低い層である。全体に対する割合は少なく，本稿で

は類型として独立させず，参考として扱うこととした。

◇会社にしばられてもかまわない働き方を志向【拘束拒否性　弱】

⑩受動的非正規型

働き方としてはフルタイムで働いても構わないと考えているが，仕事に積極的に取り組

みたいとは考えていない。会社にしばられても構わないが正社員になりたいとは思ってい

ない層である。仕事や働き方に対する主体性が乏しく消極的な非正規従業員ということが

できる。 
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Ⅱ　正社員雇用を志向する類型【正社員志向性　強】

◆仕事への積極性が高い【仕事内容　強】

◇会社にしばられない働き方を志向【拘束拒否性　強】

①フレックス社員型

会社にしばられない働き方を志向しながらも，「正社員になりたい」と考えている，仕

事に積極的な非正規従業員の類型である。正社員でありながらも会社から拘束されない働

き方があればそちらを選択すると考えられる。しかし，そうした働き方が実現しない限り，

現在の非正規の就業形態が比較的適合しやすい層だと考えられる。

◇会社にしばられてもかまわない働き方を志向【拘束拒否性　弱】

④正社員予備型

会社に拘束されてもかまわないと考え，正社員になることを希望し，仕事に対しても積

極的な姿勢を示す，まさに“正社員予備”といえる類型である。このタイプは，自身の志

向性と現在の非正規従業員という身分や就業形態が最も適合していない層であると考えら

れる。

◆仕事への積極性が高い【仕事内容　強】　社会参加志向＝低【社会参加志向　弱】

⑤正社員夢想型

この類型は，意識的，特徴的には正社員予備型に近いが，正社員予備群ほど仕事の積極

性が高くなく，かつ「社会参加志向」が弱くなっているタイプである。正社員を望んでい

るものの積極性に欠けるため，「正社員予備軍」と区別する意味で「正社員夢想型」と名

付けた。

◆仕事への積極性が低い【仕事内容　弱】

⑨正社員ブランド型

正社員を志向してはいるものの，仕事に対して積極的ではない層の類型である。仕事へ

の積極性が低いにもかかわらず，とにかく正社員になれればよいというような傾向があり，

単に正社員という“ブランド”を望んでいる類型だと考えた。

以上，各類型の中で最も多かったのは「⑩受動的非正規型」の２４.４％であり，次に「⑥

正社員回避型」が２２.５％となっていた。これらの類型は，正社員になりたいとは思ってい
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ないが，会社に拘束されてもかまわないと考えている非正規従業員で，合わせると約半数

近くを占めている。そのほかの類型では「②社会参加型」が１２.４％，「③フリーランサー

型」が７.７％と比較的多くなっていた。

次に，各類型が属性的にどのような特徴を持っているのかについて検討を行った。

性・年齢別でみると，「フレックス社員型」，「正社員予備型」，「正社員夢想型」は２０代

から３０代の若い層の男性に多く，これらの層では「正社員ブランド型」も多い傾向にある。

４０代男性では正社員予備型が比較的多くなっている。女性では，「社会参加型」，「正社員

回避型」，「受動的非正規型」が比較的多い。特に「社会参加型」は中高年の女性に多く

なっており，女性４０代で３７.２％，５０代以上の層で３８.６％と，あわせて類型の４分の３以上

を占めるに至っている。これと対応して，女性の中高年層では「正社員夢想型」などの正

社員志向の高い類型はかなり少ないことが特徴である。「社会参加型」は同じ女性でも２０

歳代ではかなり少なくなっており，中高年女性が非正規従業を選択する際の大きな動機と

なっていることがうかがえる。正社員志向の強い類型が多いのは男性３０代であり，次いで

男性２０代も同様の傾向がみられる。女性３０代では「正社員夢想型」，「正社員ブランド型」

が比較的多くなっており，男女ともに３０代は正社員志向が強い年代であることが示されて

いる。 
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表２　性・年齢×１０類型

性・年齢

女性５０歳
以上（％）

女性４０代
（％）

女性３０代
（％）

女性３０歳
未満（％）

男性５０歳
以上（％）

男性４０代
（％）

男性３０代
（％）

男性３０歳
未満（％）

９.０１１.８１７.６１１.４１.６３.９１７.３２７.５フレックス社員型

３８.６３７.２１４.２４.９１.１１.１１.２１.９社会参加型

２７.８２１.２１８.６１６.２４.５２.４３.０６.４フリーランサー型

６.９１３.０１８.２１２.２２.５７.５２２.１１７.７正社員予備型

１.７１２.５２３.３１１.７４.２５.８２５.０１５.８正社員夢想型

２７.７２３.３１９.２１３.５２.４２.２５.７５.９正社員回避型

２２.８２２.２２０.７１１.７０.９２.１１０.８９.０モラトリアム型

２５.２２３.０２４.５１４.２２.４１.５３.９５.２フリーター型

８.７１３.３２０.７１６.７１.２５.６１５.８１８.０正社員ブランド型

２９.０２０.７１９.６１２.１３.６３.３５.７６.０受動的非正規型

３８.１２３.８１４.３１１.１３.２１.６３.２４.８（参考）ニート型

２６.１２２.１１８.７１１.９２.７２.９７.５８.２
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労働時間でみると，１
　

 週間の所定労働時間が４８時間以上という回答が比較的多いのは

「フレックス社員型」である。４０～４８時間未満では「正社員予備型」，「正社員夢想型」，「正

社員ブランド型」の割合が高くなっており，正社員志向の強い類型は労働時間も長く，正

社員と同等に近い労働時間に従事している傾向がうかがえる。これに対して，「社会参加

型」では，１６～２４時間未満が４５.６％と圧倒的に多く，２４～３２時間の２９.７％と合わせると７

割以上がこの層にあてはまり，労働時間は少ない傾向にある。 
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表３　婚姻状況×１０類型

婚姻状況

その他（離婚・死別）（％）既婚（％）未婚（％）

１１.２３０.９５７.９フレックス社員型

　５.９８５.４　８.７社会参加型

１１.６５３.３３５.２フリーランサー型

１０.４２７.９６１.７正社員予備型

１２.５２５.８６１.７正社員夢想型

１１.８５０.２３８.０正社員回避型

１１.７３９.１４９.３モラトリアム型

１０.１５８.８３１.２フリーター型

１０.１２２.６６７.３正社員ブランド型

１２.７４６.８４０.５受動的非正規型

　６.３７１.４２２.２（参考）ニート型

１１.１５０.２３８.８

表４　１週間の所定労働時間×１０類型

１週間の所定労働（契約労働）時間

４８時間
以上（％）

４０～４８時間
未満（％）

３２～４０時間
未満（％）

２４～３２時間
未満（％）

１０～２４時間
未満（％）

８～１６時間
未満（％）

８時間
未満（％）

５.１２１.７３０.４１８.１１１.６３.６９.４フレックス社員型

０.９３.６９.５２９.７４５.６２.２８.４社会参加型

０.６１１.０３９.６２１.１２０.１４.１３.５フリーランサー型

１.７３５.８３４.７１７.６４.５２.８２.８正社員予備型

０.０２８.８２６.９２８.８５.８５.８３.８正社員夢想型

２.２１５.９４３.９２３.０１０.１１.６３.３正社員回避型

１.０２１.４４５.４１８.４９.７１.０３.１モラトリアム型

１.３１０.１２１.１２４.９３２.１３.０７.６フリーター型

０.８２７.５４０.５１６.０１０.７３.１１.５正社員ブランド型

１.５１７.３３９.７２１.８１２.２２.７４.８受動的非正規型

０.００.０１５.２３９.１３７.０２.２６.５（参考）ニート型

１.６１５.２３３.９２３.０１８.８２.５５.１



非正規従業員の意識構造とその類型化（山下・向井）

─　　（　　）─317

非正規従業員の質的基幹化に関連する「責任ある仕事に就きたい」かどうかについては，

正社員志向があるか否かではっきり結果が分かれる傾向があった。正社員志向の強い「正

社員予備型」「正社員夢想型」，「正社員ブランド型」「フレックス社員型」については「責

任ある仕事」に対する希望が高くなっているのに対して，「フリーター型」，「受動的非正

規型」「社会参加型」においては一様に低くなっていた。

Ⅳ．ま と め と 展 望

複数の組織・産業で働く非正規従業員について，その希望する働き方と志向性の観点か

ら項目を設定し，因子分析を行った結果，「社会参加志向」，「興味選択」，「仕事以外両立」

「拘束嫌遠選択」「正社員志向」「家事優先選択」の６つの因子が見いだされた。各因子の

相関関係から検討を行った結果，「仕事内容」「拘束拒否性」「正社員志向性」の３つの側

面が見出され，これらを用いて類型化を行った。得られた類型は，「フレックス社員型」

「社会参加型」「フリーランサー型」「正社員予備型」「正社員夢想型」「正社員回避型」「モ

ラトリアム型」「フリーター型」「正社員ブランド型」「受動的非正規型」の１０類型であっ

た。

正社員志向が高い類型は「フレックス社員型」「正社員予備型」「正社員夢想型」「正社

員ブランド型」の４類型である。中でも「正社員予備群」は仕事内容への興味や積極性が
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表５　責任ある仕事を希望×１０類型

責任ある仕事に就きたい

そう思う
（％）

どちらともいえない
（％）

そう思わない
（％）

６４.６２７.９　７.５フレックス社員型

２１.８４７.０３１.２社会参加型

２８.０４６.８２５.２フリーランサー型

５７.４３０.６１２.０正社員予備型

４９.１３２.１１８.９正社員夢想型

２８.７４６.０２５.３正社員回避型

２８.１４０.４３１.５モラトリアム型

１４.０４４.６４１.３フリーター型

４８.９３５.８１５.３正社員ブランド型

１５.６４１.６４２.８受動的非正規型

１４.３３０.６５５.１（参考）ニート型

２６.８４２.４３０.８
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高く，労働時間も長いことから，正社員並みに働いている可能性が高い層である。この類

型は，厚生労働省が記述する「正社員として働ける会社がなかったから」というような

“消極的な理由”による非正規労働の典型であると考えられる。正社員を希望しているに

もかかわらず非正規に甘んじている層はかねてから問題になっており，山本（２０１１）はこ

のような層を「不本意型非正規雇用者」として定義している。山本は，不本意型の非正規

雇用者は失業者と近い就業形態であり，これまで失業が社会的・学術的に注目され，問題

視されてきたのと同様に「不本意型非正規雇用者」にはもっと目が向けられるべきである

と指摘している。本稿における正社員志向の高い４類型のうち「正社員ブランド型」を除

いた類型，特に「正社員予備群」は，この不本意型非正規雇用者と合致していると考えら

れるため，職業スキルの習得や能力開発の機会を提供するなど，正社員就職を視野に入れ

た継続的なキャリア形成を目指す支援や施策が望まれる。現在，最も社会的な支援・対策

が必要であると考えられる。

一方，類型においてボリュームが多くなっていたのは，特に正社員になりたいと思って

いない類型である「受動的非正規」および「正社員回避型」であった。この両者は仕事内

容への積極性という点で全く異なっており，非正規従業員の質的基幹化を目指す場合は，

積極的な仕事選択と社会参加への意識が高い「正社員回避型」を採用する方が適切である

と考えられる。仕事への積極性が高い類型は，他に，「フレックス社員型」，「社会参加型」，

「フリーランサー型」，「モラトリアム型」がある。「フレックス社員型」，「社会参加型」，

「フリーランサー型」については，会社や組織に縛られない働き方を好む傾向が強く，こ

れらの類型については，現在の非正規雇用という就業形態が比較的適合していると考えら

れる。雇用管理のためには自由度の高い働き方を提供し，現在の仕事への積極性を生かし

ていく対策が必要である。

会社や組織からの拘束を嫌う傾向にあるのは，「フリーター型」も同様である。「フリー

ター型」は仕事以外の活動や私生活を優先する傾向が強く，仕事そのものへの興味は比較

的低い傾向にある。フリーターという呼称が使われだした１９８０年代末には，夢を追いかけ，

それを実現するために非正規という働き方を選択しているような若者をフリーターと呼ん

でおり，その呼称には比較的肯定的な響きがあった。しかし，９０年代の半ば以降，かつて

は順調だった学校から職場への順調なトランジションが困難になった結果，未就職大卒者

を含む，正社員になることができなかった層もフリーターと呼ばれるようになった（熊沢，

２００７）。現在では，一般に言うフリーターには前出の「不本意型非正規雇用者」が含まれ

ていると考えられる。ただし本稿での「フリーター型」は「仕事以外のことでやりたいこ
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とがある」から会社に縛られたくないと考え，正社員を志向せず，現在のライフスタイル

を重視した働き方を志向している層であり，現在の非正規雇用の形態が比較的適応してい

る層だと考えられる。

今回のサンプルには，雇用形態としてはパートタイム，属性としては中高年層の既婚女

性，いわゆる主婦層が多く含まれている。従来，パートタイム勤務は女性，特に既婚者が

多く，１９８０年代から９０年代前半までは「男性正社員（家計の主たる稼ぎ主の夫）」＋家計

補助型女性パート（妻）」というモデルが一般的であった（伍賀，２０１４）。「家事優先選択」

因子は「正社員志向」因子との相関が負の値であり，家事を優先したいと考える層は，会

社からの拘束を嫌い，最もフルタイムの正規雇用を望まない人々であると考えられる。主

婦層は，「正社員回避型」や「社会参加型」，「受動的非正規」や「フリーランサー型」，「フ

リーター型」に分散して含まれているが，このうち，「社会参加型」と「正社員回避型」，

「フリーランサー型」が仕事内容への積極性が高い類型となっている。非正規従業員を基

幹化し，積極活用していく道筋を考えるなら，これらの類型を採用することが望ましいと

いえるだろう。ただし，「責任ある仕事に就きたい」という回答に関してはこの層で低い

ことからもわかるように，主婦層はあくまで家事や家庭が優先事項であるため，長時間労

働や責任，管理的な役割などは回避する傾向にある。質的基幹化を目指す場合は負担が重

くならないように十分に配慮する必要がある。「一億総活躍社会」が標榜され，女性の活

用が推進されているが，主婦パートタイマーに代表される層を非正規従業員として積極活

用していくためには，「拘束拒否性」について十分に理解・配慮していく必要があるだろ

う。

２０１７年７月に厚生労働省が発表した有効求人倍率（季節調整値）は１.５２倍であり，この

数値はバブル期に最も高かった１.４６倍より高く，１９７４年２月以来４３年５カ月ぶりの高水準

になったことが報告されている（厚生労働省，２０１７）。人手不足を見越して，企業は長期

で雇用できる正社員の雇用を増やす一方で，非正規従業員の確保にも苦慮している。これ

までの雇用側優勢の環境下における非正規従業員の雇用は，人材配置の調整弁としての役

割やコスト削減という面があったが，これからはより長期雇用が期待できる有能な非正規

雇用者確保のための対策が必要となってくると考えられる。佐藤・小泉（２００７）が述べる

ように，非正規雇用という働き方は，多様な働き方を求める働き手の側からも今やなくて

はならない就業形態である。企業側と雇用される側との双方が納得し，利益を得ることが

できる接点を探ることが必要であり，そのためには個人の価値観やライフスタイルを尊重

したマネジメントが不可欠である。本稿で得られた類型化は，そのようなニーズに対応す
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る知見を提供するものと考えられる。
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